























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































71／72 72／73 73／74 74／75 75／76 76／77 77／78
プログラム援助
プロジェクト援助
350．7
（54．5）
292．7
（45．5）
　46．6
（50．6）
406．　5
（49．4）
339．5
（39．7）
516．6
（60．3）
186．0
（16．1）
945．4
（83．　6）
35．6
（3．1）
1，102．8
（96．9）
77．4
（6．　9）
1，048．7
（93．1）
91．　9
（7．6）
1，118．1
（92．　4）
合計　643．4　823．1　856．1
　　　　　　（100．0）　　（100．0）　　（100．0）
1，131．4　　　1，138．4　　　1，ユ26．1　　　1，120．0
（100．0）　　（100．0）　　（100．0）　　（100．0）
（注）単位：　100万ドル，括弧内はパーセソト表示．
　3－2－〔3〕　インドネシヤ大蔵省
（1）　インドネシヤへの外国投資は外国投資法
　に基づき投資調整委員会が一元的に調整す
　るが，その受入れは原則として四つの国営
　企業に限定している。これに対しては政府
　が保証をあたえるが，民間部門に対しては
　保証をあたえていない。
　　現在，世界銀行のガイド・ラインに従い，
　債務累積を抑制する趣旨からデット・サー
　ビス・レーシオを20％以下に規制している。
（2）1977年10月末現在の外国投資許可実績
　（残高べ一ス）は64．7億ドルであり，その
　うち日本のシェアは圧倒的に大きい。投資
　調整局資料によると
　　日本　　　 24．3億ドル
　　米国　　　　7．2　〃
　　香港　　　6．8　〃
となっている。
（37．7％）
（11．1％）
（10．5％）
（3）世界経済の不況による先進国の需要減退
　から石油以外の輸出不振が響いて，貿易収
　支の黒字が減少した。他方，インドネシヤ
　への外国投資活動の不振と，プルタミナ関
　係の対外債務の返済があって，民間部門の
　資本収支が大幅な流出を記録した。そのた
　め，インドネシヤ中央銀行による外国銀行
　からのシンジケート・n一ン等の取入れに
　かかわらず，総合収支は赤字に転落した。
　　しかし，75年10月のOPECの石油価格
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　引上げと，世界経済の回復による一次産品
　価格の上昇に加え，政府の輸入制限措置に
　よる輸入の落ち付いた伸びから，貿易収支
　の黒字も漸増する一方，政府の積極的な外
　国資金の取入れから資本取引の黒字が急増
　した。そのため1976／77年の総合収支は9
　億ドルの黒字を記録したが，1977／78年に
　も同様の黒字を記録するものと思われる。
　　この傾向は78／79年も持続するであろう。
　したがって対外債務の返済が増大するにも
　かかわらず，総合収支は3億ドル強の黒字
　が見込まれている。この結果，75年9月に
　4．3億ドルに急減した外貨準備は1976年末
　に15億ドル，1977年10月末28．6億ドルに増
　大した。
（4）インドネシヤの石油収入は全輸出額の7
　割程度である。木材，ゴム，コーヒー，錫
　等伝統的な一次産品価格の動向に貿易収支
　が左右され易いパターンとなっている。
　　この点他のOPEC諸国と事情が異なっ
　ており，政府と民間の資本収支が国際収支
　に大きな影響を及ぼす。
（5）プルタミナの債務返済遅滞問題を契機と
　して，公共部門の対外借入れにたいする政
　府と中央銀行による監督が強化された。
　　他方，経済開発計画にともなう開発投資
　資金の海外調達に当って，インドネシヤの
　外貨事情の好転を背景に，IDAソフト・
　ローン（期間20年，金利0．75％）の受入れ
　が困難になった。その結果，国際機関と民
　間商業銀行とのCo－finance（協融）が主
　力となっている。
　以上がインドネシヤにおける各機関におけ
るヒヤリングの詳細である。この国の統一的
見解は中央銀行との会談で示された。
3－3　イラン
　イランの開発政策や経済状況の評価，さら
に外資受入れ・援助問題や国際収支不均衡問
題についての見解を聞くため，イランの中央
銀行や経済大蔵省を合む五つの機関を訪問し
たが，それらの各種機関におけるヒヤリング
と討議のなかから，とくに重要と思われるイ
ラン側の見解の要点をまとめてみるとつぎの
ようになる。
（1）現在，イランの経常収支は黒字であるが，
　その黒字幅は傾向的に縮小しつつある。輸
　入代金の決済や対外援助などへの支出もあ
　り，余剰ドルがあるとはいっても余裕のあ
　るものではないこと。
（2）石油は今後しぼらくはイランの大きい収
　入源とみてよいが，その供給能力はそれほ
　ど大きくはなく，その上，経済開発にとも
　なって石油の国内需要が増大するため，石
　油輸出はやがて減少し，20～30年後にはそ
　れが無視しうるほど小さくなるものと予想
　される。したがって，将来は石油以外の産
　業を確立し，その生産物の輸出を増加させ，
　収入源を石油から他の製造工業品にシフト
　させなければならないこと。
　　石油産業以外の輸出産業を確立し，輸出
　構成の多様化を実現することに成功すれば，
　今後とも自由貿易を守ることができるが，
　もしそれができなければ，自由貿易を守る
　ことは困難になること。
③　第6次5ヵ年計画においては，経済開発
　に力点をおくが，所得分配の不平等など各
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　種の社会問題，教育，医療等に対してこれ
　まで以上に配慮を加え，社会開発に重点を
　おくとともに，インフラストラクチュアや
　軍事にも重点をおくこと。
　　開発にインフレーションはつきものであ
　るので，インフレーションの抑制には留意
　するが，開発は②との関係もあり，強く押
　し進めること。
（4）経済開発は内需の充足を第一義的に重要
　と考えており，輸出部門の国際競争力の拡
　充を狙う輸出主義にもとつく保護育成を考
　えていない。しかし，世界の国際収支不均
　衡は開発途上国間の貿易拡大では解決せず，
　先進工業国の開発途上国からの輸入拡大を
　不均衡解消のための不可欠の要件と考えて
　いること。
（5）石油価格の上昇はむしろ工業製品の価格
　上昇が先行したことによって引きおこされ
　たものであるが，石油価格は本来その代替
　エネルギー・コストをその機会費用として
　決定されるべきものである。それは代替エ
　ネルギー開発のためにも必要である。
　　先進工業国はこれまで産油国の儀牲（安
　い石油価格）の上にたってその工業を維持
　拡大してきたが，このような状態は石油資
　源が有限である以上，いつまでもつづける
　ことはできない。先進工業国はこの事態を
　よく認識すべきであること。
　　今後において石油価格の上昇は不可避で
　ある点を強調したいこと。
（6）イランは外資の流入を歓迎するが，それ
　は単なる資金の流入ではなく，高度の技術
　の流入を重要と考えている。ただし，外資
　の流入によって合弁企業が設立される場合，
　その合弁企業においてイラン側がmajority
　を占めることが必要である。
　　イランは民間企業の活動を刺激すること
　を必要と考えており，ジョイント・ベンチ
　ュァを支持しているが，そのために資本規
　制をおこなったりはしないこと。
国際資金循環と債務累積（渡部）
（7）非産油開発途上国の債務累積についての
　イランの考え方は，イランがGNPの2％
　ないし2．5％の援助をおこなっていること
　のなかに表われている。
　　この問題は基本的にはphylosophyの問
　題であり，「富める国」と「貧しい国」と
　が存在するという現実について，どのよう
　な見解をもつか，ということである。
　以下に，訪問した各機関の見解の詳細を示
　す。
　3－3－〔1〕　イラン鉱工業開発銀行
（1）当銀行の融資資金の多くは輸入資金とし
　て用いられており，その約60％が，1977年
　の場合，西ドイッからの輸入に充当された。
（2）工業化プロセスにおける民間部門の拡充
　という役割を担って鉄鋼，石油化学，銅の
　開発にとくに力を入れている。
　　民間部門の育成のため，
　　①当初5ヵ年間の免税
　　②　資本財の関税を低く押えること
　　③政府によるガイダンス
　　④政府がイラン鉱工業開発銀行に低利
　　　で融資し，当銀行は民間企業に低利の
　　　資金を供給する
　　⑤政府が直接に民間企業に低利の資金
　　　を供給する
　　⑥幼稚産業にたいして必要に応じて保
　　　護措置を請じる
　などのインセンティブをあたえている。
（3＞外資導入については，政策の一貫性が求
　められるが，イラン側は原則としてmajo・
　rityをとることにしている。しかし，収益
　の送金などは自由にしている。この意味か
　らも技術協力を歓迎する。日本とイランの
　合弁企業は多岐にわたっているが，今後も
　それが大いに期待される。
（4）国際競争力のみを有する産業というのは
　考えられないのであり，産業の育成にあた
　っては，当然，国内的な要請にもとつかね
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　ばならない。つまり輸入代替を目標とする
　場合も育成の対象となる。
（5）鉱物資源の開発については，政府部門は
　鉄と銅を分担し，民間部門は鉛・亜鉛の開
　発を分担することになっている。このよう
　な分担でバランスをはかる。
（6）石油ショック以後，大幅な収入は政府に
　集中している。政府は大規模な産業へ投資
　をおこなっている。たとえば，鉄鋼，石油
　化学，原子力発電など。
　　また，収入の増大にともない，社会的支
　出も増大している。たとえぽ，医療，保険，
　教育，給食など。
　　さらに富の分配の不平等に着目し，再配
　分政策を重視している。
⑦　民間企業の意欲が減じてきている。それ
　は政府部門が大規模な支出を各種のプロジ
　ェクトにたいしておこなっており，民間部
　門の経済活動は，政府支出を通じての活動
　と各種の介入によってその行動範囲が制約
　されているからである。
　　しかし，政府はそれを見なおし，今後は
　できるだけその政府介入の程度をやわらげ
　ること，それによって民間投資活動を活発
　にするよう反省している。
　3－・3－〔2〕　イラン計画予算庁
（1）　イランの国際収支を経常収支と資本収支
　にわけてみると，資本収支では赤字，経常
　収支では黒字という構造となっている。石
　油価格の引上げ以後，経常収支が大幅な黒
　字となったのは1974年であり，以後はその
　黒字幅は縮小傾向にある。経常収支と資本
　収支の推移を表に示すと，次頁左上に示す
　通りである。
（2）石油を中心とした輸出の伸びは，内需の
　増大もあり，あまり期待できない。しかし
　2～3年先までの輸入決済代金は充分にま
　かなえる。長期的には石油資源は有限であ
　り，石油以外の製品輸出に重点を切り変え
イラソの国際収支
1973　　　1974　　　　1975　　　　1976　　　1977
収　　入　62　　209
支出△59△124
経常収支　　3　　85
資本収支　　10　△　32
　220　　244
△　191　　ム202　　　　－
　29　　　42　　　20
△　36　△　18
（注）会計年度は3月21日～3月20日．単住は億ドル．
　る必要があろう。今後の経済計画立案段階
　において，そのことを考慮することとなる。
（3）イランの経済は輸入がGDPの30％を占
　めるため，国際経済の諸条件に大きく左右
　されるが，OPEN　FREE　TRADEを指
　向したい。しかし，それが可能かどうかは
　上述の輸出産業の構造改革が成功するか否
　かにかかっている。もしそれがうまくいか
　なければ，その方針は．維持できない。
（4）第5次5ヵ年計画においては，計画と実
　績との乖離の問題をあまり気にしていない。
　要はどのくらい経済が成長したかである。
　この意味では，1人当りの国民所得が当初
　計画の500ドルから2，400ドルに伸び，充
　分な成長を遂げたと思う。
（5）1978年3月から始まる第6次5ヵ年計画
　については，つぎの点が指摘しておくべき
　ことである。
　①　今後10年を見通した長期的なMaster
　　Planをべ一スに5ヵ年計画を作成する。
　　それと共に，単年度の実行計画を作成す
　　る。もちろん，そのときの海外状況やそ
　　の他の条件により修正の必要もある。
　②まず重点は人的資源の問題におかれる。
　　学校の建設・職業訓練等，労働力の高度
　　化，教育に大きい支出がおこなわれるで
　　あろう。インフラストラクチュアの充実
　　および石油化学の建設も重要である。ま
　　た，第5次5ヵ年計画の推進上のボトル
　　ネック，たとえば道路・港湾の解消を計
　　る。
　③石油以外の産業の推進については，農
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　　業の開発は水・灌概の面から限界がある。
　　鉄鋼，石油化化学・銅資源の開発などの鉱
　　工業開発が重点となる。
　④代替エネルギー政策は，国王の指示も
　　あり，とくに重点をおいている。原子力
　　発電も目下二つの発電所の工事を推進し
　　ている。太陽熱利用についても，広大な
　　土地（砂漠）および太陽が豊富であるか
　　ら，利用環境にも大変に恵まれているの
　　で，大いに検討するであろう。
⑥　外資導入については，資本（資金）だけ
　の流入は歓迎していないが，各種のHigh
　Technologyは歓迎する。そうした技術は
　重要であり，またその育成は開発の推進に
　とり必要不可欠である。その意味からいっ
　ても，日本からの技術協力に期待している。
　3－3－〔3〕　イラン中央銀行
（1）原油価格の値上りは始発的なものではな
　い。その背景に工業製品の値上りがある。
　工業製品の値上りは，単に石油価格のみな
　らず，一次産品価格の上昇を誘発したので
　ある。インフレーションを原油価格にのみ
　帰することはできない。
（2）国際収支の余剰は，国際機関を通ずる援
　助の増大（オイル・ファシリティ）および
　二国間の経済協力・信用供与に充当してい
　る。本年度は20億ドルの国際収支の黒字が
　予想されるが，外貨準備（約110億ドル）
　は貿易量に見合った額（輪入決済高の6～
　7ヵ月分）が必要であり，近隣産油国と異
　なり，積極的に運用（投資）する状態には
　ない。
（3）1972年に日本で円建債を発行したが，当
　局より直ちにドルに転換し日本国外に持ち
　出すことを要求された。しかしオーストラ
　リヤの場合は75％を円のまま留めおくこと
　を認めたが，不公平と思う。最近でも円建
　債はドル転換が必要とされるが，日本から
　の輸入決済にそれらの円を充当できないの
国際資金循環と債務累積（渡部）
　ははなはだ不合理と思う。
④　外資の取入れは今後も続ける。2年前に
　政策変更があり，輸入の外貨資金に充当し
　ている。もちろん，援助の方も続けていく
　方針である。
（5）世界的な国際収支調整のためには，低開
　発国からの輸出を増やすべきであり，この
　意味から日本をはじめとする先進諸国の輸
　入規制が問題となる。LDCの間で，いか
　に貿易をおこなっても，開発に必要な外貨
　はえられないことに留意してもらいたい。
　この点はとくに強調に値する。
（6）　イランの石油以外の輸出は年間6～7億
　ドルでインフレを考慮すれば実質は増えて
　いない。商務省はイランの輸入相手国（日
　本・米国・EC）に対する輸出に関心があ
　る。しかし，輸出を目的とした工業化はあ
　り得ず，あくまでも内需中心となる。現在，
　有望な輸出産業はカーペット，綿花，繊維，
　洗剤，靴，バス，車輌等である。
（7）消費者物価の上昇は，1973年11．　2％，74
　年15．5％，75年9．9％，76年16，6％，77年
　17％（予想）となっている。経済開発を推
　進する場合，ある程度のインフレーション
　は止むを得ないし，上述の水準はコントロ
　ール可能な水準と考えるインフレ対策とし
　て食料に対する補助金の支出を行なってい
　る。
　3－3－〔4〕　イラン経済大蔵省
（1）石油価格は代替エネルギーの開発との関
　係でみるべきものであり，それに資するも
　のでなければならない。今年6ヵ月間の価
　格凍結をおこなったが，その後については
　予想できない。
　　イランの産油量はpeakに達しており，
　数年後には内需が増大し，輸出は減少し，
　20－30年後には石油資源は枯渇しよう。資
　源は有限であり，技術革新による代替エネ
　ルギーの開発が必要であり，そのための投
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　資が少なすぎる。この意味から，日本・米
　国・西独に期待している。
　　石油価格は，代替エネルギー・コストを
　opportunity　costとしてきめられるべきで
　あろう。したがって上昇は当然である。
（2）先進国の工業発展は産油国の犠牲の上に
　成り立ったものであり，石油ショックは必
　要であったと言える。ただし，原油価格の
　上昇は工業製品の価格の値上りとしてはね
　返ってくるのでその点は十分考慮する必要
　がある。しかし，石油資源の枯渇にそなえ，
　今後は高価なエネルギーを前提とした工業
　体制に移っていかなければならない。
（3）オイル・ショック以後のドルの下落はイ
　ランにとってショックである。さらに円高
　で日本製品は高価になった。
　　日本の場合，円高を反映し金利は低くす
　べきであり，国内金利より輸出入銀行の金
　利が高いのは理解できないことである。と
　くに延払い金利7．　75％は問題である。
（4）外資の導入は歓迎する（とくにprivate
　sectorはそうである）。日本からの進出は
　あまり活発ではない。今後，資本（とくに
　技術）の日本からの輸出が望ましい。資本
　財の輸入には外国のcredit　faCilityを活
　用する方針である。
　　現在のデット・サービス・レーシオは1．5
　－2．O％であるが，開発政策を現在の形で
　進めていく限り，外資の増大は当然としな
　ければならない。
（5）　イランの対外経済援助は1974年以降支払
　いべ一スで80億ドルであり，GNPの2－
　2．5％にあたる。非産油開発途上国の債務
　累積問題については，イラン同様に先進諸
　国が援助を増やす必要がある。
（6）新年度予算は第6次5ヵ年計画の初年度
　に当り，20億ドルの赤字予算（財政支出の
　3％）を組み，経済開発政策の推進，社会
　政策（教育）の拡充，軍事力の維持等に努
　める。また，重点施策は教育（人口の52％
　が18歳以下で雇用対策のため，また小・中
　学校の国債負担）・住宅・医療・農業であ
　る。インフラストラクチュアについては民
　間部門に任せる部分を増加させる。
（7）非産油開発途上国の債務累積問題につい
　てはつぎのように考えている。
　　イランはもともとuntiedの援助をあた
　えており，先進国もそうすべきである。債
　務問題は，元来，信用供与国と信用受入れ
　国との個別問題である。イランが受入れ国
　の場合には開発資金を借り入れるが，イラ
　ンが供与国の場合には条件のゆるいものを
　出している。
　　このままで進行すれぽ，金持国（Rich
　countries）と貧乏国（Poor　countries）の
　両極分解が生じてしまうであろう。これを
　どのようにみるかは，哲学の問題である。
　もしこのような両極分解が許されてよい，
　ということであれぽともかく，もしそれは
　許さるべきでないとするのであれば，それ
　に対して，先進国はそれに即応した政策を
　とるべきものと思う。
　3－3－〔5〕ナショナル・イラニヤン石油会社
（1）　ドルと石油価格の問題については，①決
　済通貨としてのドル，②石油価格の建値
　単位としてのドルの二つの側面がある。決
　済通貨としてはドル以外の通貨を考えてい
　ない。しかしドル価値の下落による目減り
　防止対策としては主要11通貨（ドルを含ま
　ず）によるバスケット方式等をOPEC諸
　国で検討している。
（2）イランは産油量を制限せず，需要に応じ
　て増産もする。輸出を制限することは考え
　ていない。長期契約は必ず実行する。この
　意味から日本に対し積極的にapproaehし
　ているD／D方式を増やし，将来の供給保
　証を取る必要がある）。
（3）石油価格については実質価値における安
　定性（石油収入の購買力の安定性）が必要
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　である。石油価格と工業製品価格のリンケ
　＿ジ（indexation）も必要である。
（4）　イラン輸入総額（サービスを含まず）は
　1973年に37億ドルであったが，76年には130
　億ドルに達した。数量の増加より価格の上
　昇（とくに工業製品価格の上昇）が顕著で
　ある。たとえば，石油精製所の建設コスト
　（ドル表示バーレル／日）は1968年には830
　ドル，1975年（建設中）には3，800ドル，19
　78年（予想）には6，000ドルとなっている。
（5）石油価格は代替エネルギーの最小コスト
　（minimum　cost）になるであろうが，2～3
　年は供給余力があり，この目標にしたがっ
　た値上げはないだろう。しかし，その最小
　コストまで引き上げる必要がある。
　　今後石油の実質価格を維持し小幅値上げ
　にとどめ代替エネルギーの開発時点におい
　て一挙に価格を調整するという方法と，石
　油ショックの二の舞を避け，徐々に代替エ
　ネルギー価格に合わせる方法とが考えられ
　るが，現状からみて後者が望ましいだろう。
（6）代替エネルギー価格は24－25ドル（1976
　年石油換算ドル価格）と考えられ，石油価
　格は恐らく1985－1990年セこはこの価格に到
　達するだろう。
3－4　イギリス
　イギリスにおいては，非産油開発途上国の
債務累積問題とイギリス側の対応に焦点をし
ぼってその見解をきいた。選択したのは政府
機関として海外開発庁，民間商業銀行として
バークレイ国際銀行の二つであった。海外開
発庁の場合には，イングランド銀行と大蔵省
からも代表が参加した。そこで示されたイギ
リス側の見解を要約するとつぎのようになる。
（1）現在問題となっている債務累積は特定国
　の特定問題であって，これを一般化して論
　じるのは誤りである。非産油開発途上国の
　経済成長も順調であり，国際収支の赤字に
国際資金循環と債務累積（渡部）
　よる債務の増加も，これまでのところ1973
　年以前の諸指標との関連からみてとくに悪
　い状況にはないものと考えている。
　　もちろん，債務累積はそれ自体問題であ
　るが，その根本は開発途上国の経済発展の
　将来にたいする信頼が欠けている点にある。
（2）非産油開発途上国の国際収支の赤字はO
　PEC諸国の黒字が継続する限り避けるこ
　とのできないものであり，もし第一次産品
　価格の下落があれば，その赤字幅はさらに
　拡大する可能性がある。
　　しかし，非産油開発途上国の赤字の裏面
　には先進工業国からのこれらの国への輪出
　増大がある。したがって，この赤字を消滅
　させるときには，先進工業国の輸出は減退
　し，世界的な不況になるであろう。先進工
　業国はそれを避けるため非産油開発途上国
　の赤字をファイナンスする必要がある。
（3）先進工業国，とくにアメリカと西ヨーロ
　ッパ諸国はOPEC諸国の余剰ドルを非産
　油開発途上国へ流すパイプとなっており，
　その仲介によって，これらの国への融資に
　ともなうリスクをOPEC諸国にかわって
　引き受けている。民間銀行はその大きい部
　分を引き受けているのであり，その役割は
　大きい。
（4）民間銀行は，貸出しによる金利の支払い
　を保証されれば，その債務増加をとくに問
　題とはしていない。ただ民間銀行はその資
　金の供給にあたって量的にも地域的にも集
　中しないことが必要である。
　　商業べ一スにのらない融資は，国際金融
　市場から締め出された非産油国の場合に生
　じるが，これには国際公的機関がその融資
　を引き受けることが必要であり，この側面
　において国際機関は大きい役割を果たすべ
　きである。
（5）非開発途上国にたいする経済援助につい
　てのイギリスの考え方は，つぎのとおりで
　ある。
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①援助の増加率は，その国の国民総生産
　の増加率を上回ることが必要である。
②援助の地域的な配分に充分な考慮を払
　い，貧しい開発途上国の民生向上に役立
　つように援助がおこなわれるべきである。
③援助は持続的であり，かつ年々漸増す
　る形でおこなわれるべきである。と同時
　に貿易拡大に配慮すぺきである。
　以上が要点であるが，個々の機関における
見解の詳細は以下に示すとおりである。
　なお，一言だけ付言する。バークレー国際
銀行での会談で，担当者は「非産油開発途上
国へ貸す方が，日本の造船業へ貸すよりもは
るかに安全である」と，ユーモラスにいった。
イギリスの民間銀行が債務累積問題にたいし
て，どのような見解をもっているかを示すジ
ョークである。
　3－4－〔1〕　イギリス海外開発庁
（1）開発途上国の経済発展に対する債務累積
　の影響を一般化して考えることは危険であ
　る。IMFの統計によると，この2～3年
　の間，LDC各国のGNPは予想を上回る
　伸びを示している。しかも他方，1973年以　．
　前より国際収支の赤字が増大しているわけ
　でもない。
　　個々の国によって事情は異なっている。
　たとえば，とくに貧しい国では公的債務が
　多く，ある程度発展した国では民間借入れ
　が多くなっている。また，債務の構成要素
　にも多様なものがあり，債務の額の大きさ
　だけで事態を判断することはできない。好
　ましいプロジェクトを進めているために借
　入れが大きくなっているのであれば，これ
　は借入れの能力があるということでもあり，
　むしろ将来性が期待できるともいえる。
　　しかし，大きな赤字を抱えていることが
　LDCにとって深刻な問題であることは確
　かであり調整が必要である。ただ，個々の
　国ごとに債務自体が問題なのか経済構造が
　問題なのか検討が必要であり，一般的なル
　ールでもって考えるべきではない。
（2）今後の見通しであるが，OPECの黒字
　は続くと思われる。この黒字は転嫁されな
　ければならず，結局LDCの累積赤字は増
　加し続けよう。ただ，その額がどうなるか
　については，これからの国際経済および世
　界貿易の動向により決定されるものであり，
　その予測は困難である。事実，個々の国に
　ょって差が生じつつある。
（3）LDCに対する援助については次のよう
　に考えている。
　①援助額は総額で実質的に増加させるべ
　　きである。GNPの成長速度以上の速さ
　　で増加させねばならない。イギリスの援
　　助額の伸び率目標は6％であり，これは
　　GNPの伸び率3％，公共投資の伸び率
　　2％のいずれをも上回る。
　②援助の条件は適切であることが必要で
　　ある。援助を必要とする国にとって受け
　　入れ安いものでなけれぽならない。
　③援助の地域的配分も考慮しなければな
　　らない。一人当りGNPが280ドル以下
　　の国（LDCの人口の約60％はこういっ
　　た国の国民である）に対し配分を多くし
　　なければならない。イギリスの援助の60
　　％以上がこのような国に対する援助であ
　　り，イギリスは他の国がイギリスに倣う
　　ことを期待している。ただ，こういった
　　国には，援助の対象とするに適したプロ
　　ジェクトがないとか，受入れのための機
　　構がうまく働かない，とかといった問題
　　がある。しかしながらとにかく努力しな
　　けれぽならない。
（4）援助は一般住民の生活を引き上げるよう
　な種類のものでなければならない。「人権
　問題」が最近話題になっているが，イギリ
　スは一般住民の利益を第一に考えケース・
　バイ・ケースで処理していく。
（5）今後の援助に当っては，公的な国際金融
　機関の役割は重視されるべきであり，これ
　ら機関の資金を増加させることが必要であ
　る。たとえぽ世銀の資金を倍ぐらいにすべ
　きである。
（6）イギリスは現在英連邦地域に援助の重点
　を置いているが，今後は西アジア地域にも
　広げていきたい。たとえぽ，インドやパキ
　スタンなどの国々を考えている。
（7）援助で重要なのは資金を継続的に流すこ
　と，少しずつ増加させること，貿易を振興さ
　せることなどが必要である。こうすること
　によりLDCの開発は進展できるであろう。
（8）イギリスは，最貧国に対してはすべての
　援助を供与としている。その他の国につい
　ては，個々の事情に応じているが一般には
　ローンの場合，期間25年，利率6％，適当
　な据置き期間を設けることとしている。二
　国間の場合，援助はtiedであるが，今後他
　の援助供与国と歩調が合えば，untiedにす
　るよう努力する。豊かな国に対する援助は
　従来技術援助が中心であったが，産油国に
　対しては有償化を一層進める必要があろう。
　3－4－〔2〕イギリス・バークレイ国際銀行
（1）LDCの国際収支についてはつぎのよう
　な見通しをもっている。1978年の赤字は300
　億ドルに達するであろう。
国際収支見通し （単位10億ドル）
19f73・97519761977・978
OPEC　　　　2
0ECD　　　　5
LDC　　　△11（共産圏を除く）
共産圏　　一
その他
34
　7
△33
42
△27
△23
41
△30
△23?△
37
△25
△30
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（2）77年のLDCの赤字は230億ドルに上る
　が，輸出収入との比較においては，1970～
　73年とあまり変らない。OPECの黒字が
　存続する限り，LDCの赤字は不可避であ
国際資金循環と債務累積（渡部）
　り，LDCの赤字をなくそうとすれば，こ
　れら諸国の先進国からの輸入が減少し，世
　界経済は不況に向うこととなる。
（3）LDCの債務累積額は約1，500億ドルと
　みており，そのうち民間に対する累積債務
　は600～700億ドルであろう（一般には1，000
　億ドル程度といわれている）。
（4）現状においてLDCの赤字をなくそうと
　することは，前述のごとく間違いであり，
　これをファイナンスすべきであるが，問題
　はいかにファイナンスするかである。LD
　Cの赤字はOPECの責任であるので，　O
　PECがファイナンスするのがもっともよ
　いという見解もあるが，実際にはそうはな
　っておらず，西欧諸国が仲介者となり，そ
　の上，貸付けにともなうリスクも負ってい
　る。なお，赤字のファイナンスは，半分は
　商業銀行によりおこなわれている。
（5）非産油国LDCの債務累積問題が起こっ
　たのは初めてのことではない。すなわち，
　第一次世界大戦前には，カナダ，オースト
　ラリア等の国は今日のLDCと同様の状態
　の国であった。しかし当時は，国際収支の
　赤字が広範囲な民間の直接投資によってま
　かなわれ，また，LDCが発展するに違い
　ないといったpolitical　confidenceがあっ
　たのに対し，今日このconfidenceが欠如
　していることが問題である。また，現在の
　方がよい点は，西側の政府自身がLDCの
　赤字を負担していることおよび国際機関が
　国際金融制度を維持強化するとの自覚を有
　していることである。
（6）次の2条件が満たされれば，債務累積問
　題は大きな問題には発展しないと思ってい
　る。
　①特定の銀行が特定の国に集中して貸し
　　付けないこと。
　②銀行が他の銀行とのstand－dy　credit
　　の取決めを作っておくこと。
（7）債務国に対し，直ちに元本の返済を迫る
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　わけにはいかない。この点は，各国の国内
　で企業が債務をroll　overしているのと同
　じである。民間銀行が求めるのは金利の支
　払いであり，LDCに対する公的援助は，
　これら諸国による金利の支払いを可能にす
　るものである。
（8）現在債務累積問題は，特定国の特定問題
　である。たとえばブラジル，メキシコは，
　アメリカの銀行から大幅な借入れをおこな
　っている。ブラジルがdefaultを起こした
　場合問題であるが，スリランカの債務など
　は問題にならない。また，ソ連がdefault
　を起こせば西独の銀行に問題が生ずるが，
　イギリスの銀行は慎重で大きな国に集中的
　な貸出しはおこなっていない。メキシコ，
　ブラジル，ザイールなどがdefaultを起こ
　した場合，アメリカ政府が素早く乗り出し
　てくれぽ安心だが，監督を怠ってはならな
　いであろう。
（9）1978年には一次産品価格の下落により，
　LDCの赤字は増大すると思われる。　LD
　Cが資本市場で借入れをおこなう条件はよ
　くなりつつあり，OPECも融資をおこな
　うための基金を設けている。しかし個々の
　国では困難な国もあるので，銀行のほかに
　国際金融機関も大きな役割を果たすべきで
　ある。アメリカの銀行は貸付け総額の約10
　％をLDCに対する貸付けに回しているが，
　この程度が限界と思われる。
ael　LDCのうちポンド・マーケットで資金
　の調達ができるのは特定の国のみである。
　したがって，今後とも銀行システムが大き
　な役割を果たしていくであろう。しかし，
　問題の解決にあたっては，
　①通常の資本市場から締め出されている
　　LDCに市場を開放してやること，
　②LDCの一次産品に市場を開放してや
　　ること，
　の方がはるかに重要である。
3－5　フランス
　フランス側における債務累積問題と援助問
題についての見解は二つの政府機関を訪問す
ることによってえられた。一つは経済協力中
央金庫，もう一つは大蔵省である。そこで示
された見解を要約するとつぎのようになる。
（1）非産油開発途上国の赤字累積がつづくこ
　とは，国際通貨体制に危険な影響をもたら
　すと思われる。したがって，これに対して
　構造的に解決をはかることが必要である。
　一次産品価格の安定と先進工業国からの資
　金のトランスファとはそのために必要不可
　欠である。
　　また非産油開発途上国の債務累積は2国
　間べ一スで処理するよりも多国間べ一スで
　処理する方が望ましい。そのため国際機関
　の場においてこの間題を討議する必要があ
　る。
（2）非産油開発途上国の国際収支の赤字をフ
　ァイナンスするため，フランスの援助対象
　国と特別の通貨金融関係を結んでいる。一
　定限度内において通貨供給をおこなう場合
　と，限度なしに必要なだけの通貨供給をお
　こなう場合とあるが，後者の場合には援助
　対象国の対外収支勘定はフランス為替基金
　に統合されており，双方の中央銀行は密接
　に協力することにしている。
　　援助対象国はアフリカ。サハラ以南のフ
　ランス語圏が主である。
（3）フランスの援助資金は国内で調達される
　とともに，OPEC諸国と協同で援助資金
　をつくることもある。協同で援助する場合
　のアラブ資金はクウェート，サウジアラビ
　ァ等から出ている。フランスが援助受入れ
　を希望する国とアラブの資金との直接的な
　取引きを仲介することはしない。
（4）民間銀行が国際資金循環においてこれま
　で果たした役割は大きい。従来はIMFな
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どの国際機関は第2次的な役割しか果たさ
なかったが，今後はより重要な役割を果た
すようにならざるを得ないであろう。その
ために，それら国際機関の資金量の増大が
必要である。
　民間銀行の非産油開発途上国に対する貸
出しに関してIMFなどの国際機関の保証
の必要性などが論議されているが，民間銀
行はあくまで銀行自体の危険負担のもとで
そのような貸出しをおこなうべきである。
国際機関との関係は融資分野との関連で相
互補完的なものであるべきである。
各機関のそれぞれの見解は以下に示すとお
りである。
　3－5－〔1〕　フランス経済協力中央金庫外国
　　　　　融資局
（1）LDCのうちで石油危機の影響を一番受
　けたのは最貧国ではなく，石油消費量の比
　較的多い中進的諸国であった。
（2）LDCにおける開発計画の規模が拡大す
　るにつれて，CCCEの自己資金のみでは
　対応しえなくなり，国内の他の機関または
　他の国と共同で資金援助をおこなうように
　なった。現在までのところ，クウェーbや
　サウジ・アラビア等のOPEC諸国がパー
　トナーとなっている。
（3）1975年に前記の共同資金援助政策を実施
　して以来，今日までに援助資金総額は4，313
　百万フランであり，そのうちアラブ諸国の
　資金は883百万フランに上っており，6ヵ
　国（フラン圏諸国5ヵ国およびモーリタニ
　ア）の7件のプロジェクトが対象とされて
　いる。
（4）アラブ資金を導入するため，CCCEま
　たは政府はミッションを派遣して先方との
　接触をはかり協力の条件等を調査すること
　としているが，LDCの具体的な開発計画
　セこは結びつかないグロー一バルな形で資金を
国際資金循環と債務累積（渡部）
　集めることとしている。
　　具体的な開発計画にアラブ資金を使用す
　るか否かは，被援助LDCが自ら決定すべ
　き問題であり，また，被援助国がアラブ資
　金を欲する場合には直接アラブ側に要請す
　べきである。このような場合にフランスは
　仲介者とならない。
（5）アラブ資金の取入れにつき，現在5，6
　件のプロジェクトについて交渉中である。
　しかし，アラブ首長国連邦は考えていたほ
　ど資金供給能力をもたず，非アラブ国（イ
　ラン）の資金取入れについても仲々具体化
　するに至らない。
　　現在の主要交渉相手は，クウェート基金，
　サウジアラビア基金およびアラブ・アフリ
　カ開発銀行（BADEA）である。このう
　ち，クウェ…トは開発プロジェクトの検討
　が非常に進んだ段階にあることを要求し，
　融資条件も難しいが，サウジ・アラビアの
　場合はクウェートほど要求は厳しくない。
（6）アラブ諸国の資金供給の内訳について2
　例をあげると，つぎのとおりである。
　①　コンゴー
　　　ブラザビルーボアント。ノアール間鉄
　　道改修工事
②
　　　　　　　　　　　　　108．4百万フラン
　　　　　　　　　　　　　33．4　　ノ！
（7）大部分の被援助LDCの場合，石油危機
　による国際収支面でのショックはフランス
　がカバーしている。すなわち，フランスと
　CCCEの援助対象国との通貨金融関係は，
　次の二つ①Compte　d’avan◎e②Com．
　pte　d’op6rationのうちいずれかの特殊な
　制度の下に置かれている。
世銀を含む援助総額　666百万フラン
BADEA　　　　　　44　　〃
サウジ・アラビア　　　88　　〃
クウェート　　　　　　60　　／ノ
モー一リタニァ
ヌァディブ港改修工事
総額
クウェート
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　（イ）Compte　d’avanceの場合には，フラン
　　ス銀行が相手国に対し一定額のCompte
　　ti　d6couvertを認め，国際収支の赤字が
　　その限度額を上回ったときに，交換可能
　　通貨，金等で決済を受けるというもので
　　ある。
　（ロ）Compte　d’op6rationの場合（この方
　　が通常の形態であるが）には，フランス
　　と相手国との間で貸方と借方の記入が限
　　度なしにおこなわれるので，この相手国
　　にとって国際収支上の問題は起こらない。
　　相手国の対外取引きの収入は，フランス
　　の為替安定基金に集中されるが，その通
　　貨はフランス・フランと自由に交換しう
　　ることとされているので，対外公的債務
　　の問題は発生しない。
　　　対象国は，サハラ以南の仏語圏アフリ
　　カ諸国（ただし，モーリタニアおよびギ
　　ニァを除く）とコモロ共和国である。
　　　対象国の中央銀行の理事会にフランス
　　の中央銀行，大蔵省，経済協力省等の代
　　表者がメンバーとして参加することが条
　　件とされている。
（8）近い将来，日本がCCCEと共同で対L
　DC資金援助をおこなうようになることを
　期待する。
　3－5－〔2〕　7ランス大蔵経済省国庫局
（1）77年においては，OPEC諸国は国際収
　支面で引き続き大幅な黒字を出し，先進国
　のいくつかも黒字を記録した。これに対し
　非産油LDCは相当な赤字を出しており，
　先進国の中にも大幅な赤字国がみられた。
　このような状態が，将来にわたって続くと
　すれぽ国際通貨金融体制そのものを危くす
　るおそれがある。
（2）　このような国際収支不均衡に対処するに
　あたっては，国際資金循環によって一時的
　に赤字を補填するだけでは十分でない。
　　国際収支の均衡を構造的な見地から達成
　するため次の二つの行動がとられた。すな
　わち，①先進国と産油国および非産油L
　DCとの問の南北対話が今後も継続されて
　然るべきと考える。②また，先進国間の
　政策調整は，主要先進国首脳会議などの場
　で図られているが，日本や西ドイッなどの
　黒字国は黒字幅縮小のための努力をおこな
　うべきこと，フランスなどの赤字国は逆方
　向の努力をおこなうべきこと，それぞれの
　国の義務が確認された。
　　しかし，長期的なかつ抜本的な対策が平
　行的にとられなければ当面の調整努力も無
　意味なものとなろう。すなわち，長期的に
　解決すべきつぎの三つの課題がある。
　①LDCの一次産品輸出所得の安定
　②構造的に黒字を出し続けている先進国
　　の問題
　③国際通貨金融面での為替相場の安定お
　　よび流動性創造の問題がそれである。
（3）過去においては民間資本市場の国際資金
　循環に果たす役割は圧倒的に大きく，国際
　金融機関のそれは2次的なものであったが，
　今後数年間のうちに民間では解決しえない
　問題が生ずるおそれがある。したがって国
　際金融機関，特にIMFの役割が期待され
　る。具体的にはIMF資金の拡大，融資条
　件の緩和であるが，特に融資期間を長くす
　る一方，conditionalityは国際収支不均衡
　回復につながるようなものにすることであ
　る。
（4）非産油LDCの国際収支不均衡を解決す
　るため次の2点につきすでに国際間の合意
　がえられていると思われる。
　①LDCの一次産品所得の安定。このた
　　めすでに共通基金の設置が原則的に合意
　　されており，仏もこれを積極的に支持し
　　ている。収支不均衡を国際金融の面から
　　解決しようとしても一次産品価格が無原
　　則に変動するならぽLDCの経済開発を
　　危くし，不均衡是正も無意味となる。
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　②次に先進国からLDCに対する資源の
　　移転であるが，フランスはODAをPN
　　Bの0．7％まで引き上げる決定をし，財
　　政的手当もおこなっている。OECD諸
　　国の平均は，0．32～0．33％であり，全く
　　不十分である。
　　　LDCの累積に対するフランスの基本
　　的立場は，個々の国につきケース・バイ
　　・ケースで検討すべきことは勿論である
　　が，2国間ではなく多国間べ一スで対処
　　すべきと考えている。債務問題を取り扱
　　うにはパリ・クラブなどが適当な場であ
　　ろう。
（5）非産油LDCにとって石油の急激な値上
　りが特に問題である。吸収力に欠けるLD
　Cによる短期的な調整は困難である。主要
　産油国が石油の値上げに当たり分別ある政
　策をとることが望まれる。
（6）　LDCの国際収支赤字の調整，債務問題
　の解決には，国際機関を利用することが最
　も重要であると考える。IMF，世銀など
　のほか，パリ・クラブなどの債権国会議が
　累積債務に苦しむLDCに対する援助問題
　の検討を引き続きおこなうべきである。
（7）民間銀行からの融資に当該LDCがIM
　Fとスタンド・バイ取決めを結んでいるこ
　とが条件とされることがあるが，民間銀行
　と国際金融機関とでは役割が違い，協力に
　も限界がある。協力は重要であるが相互に
　補完し合うということであり，パリ・クラ
　ブもIMFにスタンド・バイ取決めを結ぶ
　ことを望むが肩代りをしてくれとは言わな
　い。民間銀行もあくまでも自分でリスクを
　負うべきである。
（8）産油国の余剰資金のリサイクルについて
　は特効薬があるわけではない。これは，資
　金蓄積国の態度いかんにかかっている。リ
　サイクルには三つの方法がありうるが，ま
　ず第1に金融市場の効果的な機能に期待し
　たい。第2には2国間べ一スでのリサイク
国際資金循環と債務累積（渡部）
ルが考えられるが，これはより困難で範囲
も限定されよう。その理由は，2国間ベー
スとなるとこれら両国間に特殊な関係がで
き，政治的，経済的に難しい局面が生ずる
おそれがあるからである。第3には，国際
金融機関を通ずるリサイクルであるが，と
くにIMFが最も重要であり，著しい進展
もみられている。たとえぽ，サウジアラビ
ァは，すでvc　IMFの2番目の資金提供者
になっている。
3－6　0ECD
　入れと先進工業国の景気回復による輸出の
　増大とを前提にして積極的となっている。
　国によっては支払不能という事態が全くな
　いとはいえない。債務は今後とも増大する
　と予想されるが，全体としては，その増加
　率は1973年以前の水準にまで低下するであ
　ろうから，憂慮するほどではないと思う。
（4）債務累積は石油価格上昇以前からあった
　のであり，むしろ石油危機によって民間銀
　行に資金が集中し，それが開発途上国への
　銀行資金の流れを促進した点に留意すべき
　である。
　OECDの国際資金循環と債務累積問題お
よび国際収支不均衡問題についての見解を知
るため，OECDの開発援助委員会を訪問し，
討議をおこなったが，ここでは一般的見解を
うるため，それぞれ異なった人たちに個別に
二つの会合をもった。その見解をまとめるに
あたって，OECD開発援助委員会（1）および
（2）と分けたのはそのためである。
　OECD開発援助委員会（1）と（2）は，われお
れの会談順序にしたがっている。が，内容は
実務的というよりも，基礎的であった。
　OECD援助委員会の見解を要約するとつ
ぎのようになるであろう。
（1）債務累積問題は非産油開発途上国の経済
　構造に根ざすものであり，その解決には長
　期を要する。そこで問題なのは，債務の大
　きさそのものよりも，それをどのように用
　いるかにある。
（2）OPEC諸国はすでにかなりの援助をし
　ており，しかも利益のある開発投資が主で
　ある。他方，公的機関の貸出し条件は厳し
　いので，民間銀行のこれらの国への貸出し
　は大いに評価すべきである。債務累積の将
　来の危険性については，民間銀行は各種の
　予防的政策をとると思うので，心配するこ
　とはないであろう。
（3）一般に開発途上国の経済計画は，対外借
81
　以下において，援助委員会（1）と（2）の会談の
内容を示す。
　OECD開発援助委員会（1）
（1）現在の国際収支不均衡と債務累積の問題
　は複雑であり，その解決には長い時間が必
　要である。1973年秋に端を発した石油危機
　が国際収支不均衡の状況を大きく変える契
　機となったことは否定できない。これを契
　機にOPEC諸国（特にサウジ，クウェー
　ト，UAEといった国）に黒字が集中して
　いる。これらの国の経常黒字は年間300億
　ドルに達しよう。
　　資金循環という点から石油危機以後の状
　況を見ると，OPEC諸国に集中した黒字
　が国際的な民間金融機関を通じて債務国に
　還流していることに注目すべきである。こ
　れは，民間の金融機関がLDCに貸出しを
　おこなう場合はリスクもあるが，利益もま
　た大きいことを反映している。石油価格の
　引上げは，OPEC諸国の収入を増加させ，
　OPEC諸国の発展に役立ったと同時に国
　際的な民間金融機関に資金を流入させ，L
　DC向け貸出しに対し，資金的余裕と機会
　を与えたという点は評価できる。
（2）OECDが国際的な債務累積につき憂慮
　している点は次の二点である。
　①保護貿易主義の台頭一各国とも保護
　　貿易主義の持っ弊害については十分理解
　　している。しかし，この政策の持つ即効
　　性は大きな魅力になっている。
　②1DCが債務支払不能に落ち込むこと
　　一LDCがこのような状況に落ち込む
　　ことを防ぐためにも保護貿易主義に走る
　　べきでない。またLDCに対するコンフ
　　ィデンスを維持し，資金の流動性を保つ
　　ことが肝要である。
（3）ここで特に強調しておくべき点は，1973
　年の石油価格引上げがLDCにおける債務
　増大の大きな原因ではないということであ
　る。石油価格の引上げがなくともLDCの
　債務は増大を続けたであろう。むしろ，石
　油危機のために（thanks　to　O】i　Crisis）資
　金が集中したことにより，LDC向けに資
　金が流れるようになったと見るべきである。
　　1973年以前は，民間銀行はL，DCに対し
　融資をおこなおうとはしなかった。ところ
　が，その後の資金集中が銀行に過剰流動性
　を抱え込ませることとなり，LDC融資が
　始まったのである。
（4）債務累積は今後は長期的な傾向線に沿っ
　た累積となろう。すなわち，1973年以降の
　25％の増加率からそれ以前の平均増加率15
　％増にスロー・ダウンするものと思われる。
（5）LDCの借入れ行動としては，今後も市
　中銀行からの借入れに頼ろうとするであろ
　う。これはIMFからの借入れには厳しい
　条件が付くため国内的に大きな問題を起こ
　す可能性があるためである。その例として
　ペルー，エジプトなどをあげることができ
　る。
　　LDCの民間借入れの増加に対し危惧の
　念を抱く向きも多いが，銀行は次のような
　自己防衛措置を採っているのであまり問題
　あるまい。すなわち，
　①経済政策の確立した国に貸付けを集中
　　する
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　②危険は分散する（シンジケート・ロー
　　ン，特定国への集中排除）
　③信用力評価の進歩（特定の方式はない
　　が経済外要素も重要）
　④　民間銀行間の情報交換の進展
　等の措置は危惧の念をやわらげるものであ
　る。
（6）融資対象にも変化が見られる。1973年以
　前は特定のプロジェクトに対する双務的な
　融資が中心であった。しかし，石油危機以
　後国際収支が困難となる国が増え，双務的
　な融資ではこれを賄いきれなくなった。そ
　の後，1976年，77年には黒字国の余剰はユ
　ーロ市場に放出され，市場ではシンジケー
　トを組むことによりLDC向けローンを活
　発化させた。このようなローンは国際収支
　の穴埋めであり，好ましくないが，一つの
　前進といえるであろう。シンジケート・ロ
　ーンは一つの銀行の危険負担が少なくなる
　ため安全な貸付け方法といえよう。また最
　近は金利も柔軟になっていることも進歩で
　ある。
　　なお，最近，民間銀行の損失増加が問題
　となっているが，これはLDC貸付けの増
　加とは無関係である。
（7）円高に関していえぽ，日本は資本輸出を
　進めるべきであると思う。円やマルクがド
　ルに代るべきでないと思っていることは理
　解できる。しかし，貿易の量とファイナン
　スの量とは長期的には平行的に動くもので
　あり，国際的には同・一一のシェアを持つべき
　である。現在のドルはこの点からみて過重
　となっている。この意味からいって円もマ
　ルクもキー・カレンシーにならざるを得ま
　い。（東南アジァの）円ゾーン，マルクゾ
　ーンなどが作られるべきであろう。
　　われわれは日本についての賭をしている。
　それは，日本が黒字累積のため対外援助拡
　大に進まざるを得なくなるかどうかをめぐ
　ってである。われわれは援助拡大の方に賭
国際資金循環と債務累積（渡部）
　けている。
（8）LDCの平均15％の債務増加にもう一度
　言及すると，この数字はもちろん決して楽
　観できる数字ではない。深刻な事態も予想
　される。
　　しかし，大きな債務があってもやってい
　ける国もある。確かにパキスタンなどのよ
　うに債務の大き過ぎる国もある。しかし，
　例えば19世紀のカナダ，オーストラリア等
　の債務はもっと大きかった。債務の絶対額
　は問題ではない。債務を持つということは
　必ずしも悪いことではない。L，DCにもい
　ろいろな国がある。債務の80％はダイナミ
　ックな経済力を持った国に集中している。
　たとえば，韓国や南アといった国はその点
　で問題ない。
　　パキスタンやバングラディシュなどは問
　題であるが，しかしこれらの国の債務の額
　は大したことはない。
　　債務累積問題にとって経済外的要素は重
　大な意味を持つが，これらの問題について
　は将来のことであり何とも言えない。
　OECD開発援助委員会（2）
（1）債務累積に対するOECDの見解は，ジ
　ャーナリストや銀行家の主張ほどドラマテ
　ィックなものではない。確かに債務累積と
　いう問題は存在するが，これが世界的に蔓
　延し，国際金融秩序を崩壊させるようなこ
　とはないと思われる。各国ともこの問題に
　対しては柔軟に対応しており，それぞれ対
　策を講じているからである。
　　この問題は，基本的には発展途上国の経
　済構造の問題である。したがって，LDC
　側で輸出の増大に努めるとともに，資金供
　与国側でも現在の短期的な資金供与からよ
　り長期的な資金供与に移行するなど資金供
　与の体系を変える必要がある。
（2）債務累積がLDC諸国の借入れを困難な
　ものとしていることは確かである。この点
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　を解決するには，地域的な国際銀行を合め
た公的機関の役割を強化することが必要と
　なっている。この場合，融資は個々の国の
経常収支の赤字を埋めるためのものではな
　く，経済開発計画に結びついたものである
　ことが重要である。最終的な解決のために
　は個々の国の輸出の増加が基本となるから
　である。
（3）OPEC資金の活用については種々考慮
　しているが，しかし，次のような理由から
　それには限界がある。
　①OPECの援助プログラムは今や重要
　　な意味を持っている。その規模は最近拡
　　充され，対GNP比率では先進国を上回
　　っている。したがって，OECDとして
　　はOPEC諸国に対し，一層の援助支出
　　をおこなうよう圧力をかけることは困難
　　となっている。
　②OPECの金融機関は開発投資を目的
　　としている。この点では先進国の銀行と
　　同様であり，採算の取れないプロジェク
　　トに対しては融資はなされない。ところ
　　が，LDCのプロジェクトには採算の取
　　れないものが多い。融資は善意によって
　　為されるものではなく，受ける側の吸収
　　能力の問題である点に注意が必要であろ
　　う。
（4）現在，先進国は景気の停滞に悩んでおり，
　このため先進国の輸入が減少しLDCの輸
　出増加を妨げている。しかし，LDCは先
　進国の景気回復を見込んで輸出は今後増加
　するとの見通しに基づき開発計画を依然速
　いテンポで進めている。このためにLDC
　の債務が増大している面もある。債務問題
　　と先進国経済動向との関連は否定できない
　　ことは確かである。
　　現在のところ先進国の輸入の伸びは3～
　3．5％と予測されているが，このような低
　　い伸びのためLDCの中には開発テンポを
　落とさざるを得なくなっている国もある。
　輸出が拡大していた時期のように債務を取
　り入れることができなくなったためである。
　　このような状況を背景として見れば，イ
　ンドネシヤが経済発展のプライオリティー
　を産業開発から社会開発へと移行させた点
　は高く評価できる。また，食糧輸入の増加
　が国際収支悪化の大きな要因となっていた
　点を考慮すれぽ，農業開発の重視も賢明な
　策と言える。
（5）債務累積の度合を的確に評価する方式は
　現在のところまだない。現行の経済指標は
　どれを取っても全体を明確に示すものでは
　ない。
　　ただ，それぞれの政府が経済をしっかり
　とコントロールしようとするならば，その
　結果は実態面に反映されてくるということ
　は言える。政治的評価の問題を別にすれば，
　チリなどは短期間で経済を立て直したよい
　例であろう。しかし，このような政府の意
　欲を数値化する手段はない。
3－7　国際決済銀行
　この国際決済銀行の国際資金循環と債務累
積問題についての見解は，調査日程の都合上，
国際決済銀行とたえず緊密に意見の交換をお
こなっている日本銀行ロンドン支店における
会談・討議からまとめられたものである。わ
れわれが得た国際決済銀行の見解はつぎのと
おりである。
（1）開発途上国の債務累積問題は，1975年秋
　頃から取り上げられてきたが，その理由と
　して，つぎの二つをあげることができる。
　（i）先行きの見通しの困難
　（ii）　特定国への特定銀行からの集中的貸
　　　出増
　　ランファルシイBIS調査局長の見解で
　は，民間貸出しが年間250億ドルの範囲内
　に制御されうるならば，今後5年間はすく
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　なくとも「統御可能」である。しかし，そ
　のためには，IMF，世界銀行の強化，お
　よびプロジェクト投資の強化が必要であろ
　う。また債務累積問題は累積国自体の問題
　であり，それが世界的に拡大され，国際経
　済上の大きい問題に発展する可能性はすく
　ない。
（2＞OPEC諸国へ流入した余剰資金は，民
　間銀行を中心とする国際金融市場のネット
　ワークを通して，OPEC諸国の外へ還流
　した。国際収支不均衡のファイナンスとい
　う視点からみて，民間銀行はよく機能した。
（3）1974－77年までの3年半における先進10
　ヵ国グループ以外の先進国の経常収支の累
　積赤字は約740億ドルであり，この期間の
　民間銀行からの借入れは350億ドル増加し
　ている。東欧およびソ連については，経常
　収支の累積赤字と民間銀行の借入れは同額
　の210億ドルに達した。非産油途上国の経
　常収支実質総累積額は約880億ドルで，同
　諸国の民間銀行に対する債務は約500億ド
　ルである。
（4）国際収支不均衡のファイナンスにおける
　民間銀行の果たした役割は以下の理由から
　世界経済にとって有益であった。
　①rg－一の理由として，1973年後半以降，
　　民間銀行によるオイル・サープラスのリ
　　サイクルがなければ世界経済は現在より
　　もさらに悪い状況になっていたであろう。
　　他のタイプの民間機関による資金循環も
　　公的機関によるファイナンスも，同じよ
　　うな速度と効率では機能しえなかったと
　　思われる。したがって民間銀行の仲介な
　　しには世界経済の活動は低下してしまっ
　　たことは確実である。
　②第二の理由として，1960年代に支持さ
　　れていた考え方とは逆に，最近では銀行
　　を通じてのこのような資金循環が経常収
　　支不均衡をこれ以上悪化させることはな
　　いとみられている。民間銀行による資金
国際資金循環と債務累積（渡部）
　　循環は石油赤字に関しては60年代とは逆
　　に作用した。
　　　OPEC諸国の今後における黒字累積
　　の予想のもとでは，オイルマネーのリサ
　　イクルに果たした民間銀行のこれまでの
　　貢献からみて，民間銀行を通じての資金
　　循環は不可欠である。
（5）国際的な民間銀行による貸出しについて
　次の三つの問題点をあげることができる。
　①第一は国際流動性の増加はインフレー
　　ションをもたらさないかという点である。
　　中央銀行による巨額の外貨準備は民間銀
　　行貸出しによるものであり，この外貨準
　　備の創出過程においては何らの規制もな
　　されていない。しかし，「このような形
　　での外貨準備の増加は，流動性の供給増
　　加によるインフレーションの進行をもた
　　らすであろう」という懸念はないものと
　　考えている。
　　　その理由としてつぎの二つの理由があ
　　げられる。
　　（i）世界は今なお不況のなかにあり，そ
　　　の生産能力は完全利用の状態には達し
　　　ていない。
　　（ii）民間銀行貸出しという形の外貨準
　　　備は国際流動性の実質的な増加とはみ
　　　なされない。
　②オイルマネーの還流を民間銀行貸出し
　　というチャネルのみに頼ることが効率的
　　であるかという点があげられる。
　③国際収支の調整過程を民間銀行にまか
　　せておいてよいかという点がある。
　　石油輸出国に経常収支の黒字が累積して
　いくという形での世界的な国際収支の不均
　衡が存在するかぎり，大規模なファイナン
　スによる調整が必要である。経常収支の赤
　字に陥っている国にファイナンスをする際
　の評価基準は，赤字国における追加投資に
　よる収益が黒字累積国のそれを上回ること
　である。
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　　ファイナンスと投資とを直結させ，同時
　に借入れ国の返済を容易ならしめるために，
　国際収支上の赤字は長期の資金供与一直
　接投資，プロジェクト・ローン，債券発行
　一によってファイナンスされるべきであ
　る。収支調整に必要な融資が効率的になさ
　れるためには，IMFその他の国際機関が
　その役割を民間銀行から引き継ぐべきであ
　る。しかし，現在のところ，それに必要な
　資金を国際機関に与えるということは現実
　性をもっていない。
（6）国際資金循環のメカニズムを改良する努
　力を惜しんではならないが，現在はその結
　果がかならずしも最適であるとはいえない
　にしても，民間銀行に国際金融の仲介をさ
　せることが必要である。また国際機関には
　民間銀行の手に負えないケースを取り扱う
　ことができるよう十分な資金を供給すべき
　であろう。
（7）過去の趨勢をそのまま将来に延長した場
　合に，民間金融機関に過大な負担を与える
　かどうか，という点に関連して，国際収支
　不均衡，インフレーション，民間銀行依存
　の現状および将来をつぎのように見ている。
　①経常収支の赤字は近い将来には解消し
　　ない。1977年についてみても，その額は
　　多くないが増加していることがすでに知
　　られている。
　　　OPEC加盟国のうち輸入吸収力の低
　　い諸国の経常収支の黒字は減少しそうに
　　ない。また，最近の経験は，先進工業国
　　の中には容易に石油赤字から脱出できな
　　い国があることを示唆している。
　②世界各国のインフレーションの平均値
　　は依然として高いが，国によって格差が
　　あり，インフレーションの克服と成長の
　　促進の程度は世界的にみてかなり不平等
　　である。
　③当然のことながら，民間銀行によるフ
　　ァイナンスは毎年一定不変ではなく，た
　　とえぽ，利子率の趨勢および構造が良好
　　であるときは，債券によるファイナンス
　　の比率が高まる傾向がある。世界的な国
　　際収支不均衡がつづく限り，民間銀行に
　　よるファイナンスの必要性は高まらざる
　　をえない。
（8）アメリカの民間銀行のバランス・シート
　における対外資産の割合はつぎの表に示す
　とおりである。この表が示すごとく，アメ
　リカの民間銀行の対外資産の割合は1970年
　以来，年々増加しており，1977年央におい
　て，その割合は1970年末のほぼ4倍になっ
　ている。
　　　アメリカの民間銀行の総資産
　　　に占める対外資産の割合
1970年末
1973年末
1977年央
5％
13％
19％
1982年末（予測値） 21～22％
　　ヨーロッパの民間銀行の対外資産の割合
　も上昇しており，その割合は，オイル・シ
　ョック以前の1970年においてもすでに大き
　かったが，それは現在のアメリカの民間銀
　行の数字を上回っていた。
（9）上述した（7）の①②③の予想のもとにおい
　て，アメリカの民間銀行のバランス・シー
　トの対外資産の割合にどのような変化が生
　じるかを調べた結果はつぎのとおりである。
　　アメリカの民間銀行の対外資産の絶対額
　は年々250～300億ドルの増加を示している
　が，その増加率は最近かなり減速傾向にあ
　る。こうした傾向が将来5年にわたって続
　き，同時にアメリカの銀行の国内資産の成
　長が年率7％であれば，1982年末までにア
　メリカの銀行の対外資産の割合は21～22％
　に達するであろう。これは現在の状態から
　みてごく僅かの増加にしかすぎない。また
　ヨ・一ロッパの銀行においても同様の結果と
　なろう。
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（10）上記の検討から導かれる結論は以下のご
　とくである。
　①民間銀行が国際収支のファイナンスに
　　関係していっても，それがそのバランス
　　シートに大きな変化をもたらすことには
　　ならない。したがって民間銀行にとって
　　も処理しきれないような問題は生じない。
　②大きな変化が今後発生することはない
　　が，何の対策も必要としない，というわ
　　けにはいかない。
⑳　世界的な国際収支の不均衡を秩序をもっ
　てファイナンスする対策は次のようなもの
　であると考える。
　①　各国の金融状態に関する情報が広く行
　　きわたるようにすること。
　②　IMFのような国際金融機関の資金量
　　を強化し，民間銀行から融資を受けられ
　　ない国々に対して中期の条件付クレジッ
　　トを与えられるようにする。この対策は，
　　そうした国々にとって必要であるぼかり
　　か，信用力のある国々への貸付を阻害す
　　るような事態の発生を防ぐことができる。
　③投資計画（経済開発計画）に密着した融
　　資をおこなうべきで，個々の国の経常収
　　支赤字を埋めるためであってはならない。
　以上に述べてきたところから明らかになっ
たごとく，国際決済銀行は，民間銀行が国際
資金循環に果たす役割に関連してつぎのよう
な見解をもっていることを知る。
（1）民間銀行は赤字国の赤字のファイナンス
　において，これまで重要不可欠な役割を演
　じてきており，今後ともそれは変らない。
（2）現在みられるような国際収支の世界的不
　均衡は今後ともつづくと思われるが，民間
　銀行の貸出しの続行が，流動性の増大を通
　して世界的インフレーションを進行させる
　危険性は少ない。
（3）民間銀行が国際資金循環の主要な担い手
　として行動していく過程において，その対
国際資金循環と債務累積（渡部）
　外債権（貸出）残高は増大するが，それは
　民間銀行自身が処理不可能なほどの水準に
　達することはない。
（4）民間銀行のそのような役割を充分に評価
　しているが，しかし，IMFや世界銀行な
　どの国際機関は，民間銀行が現在果たして
　いる役割の一部を分担すべきであり，その
　ため，国際機関の利用可能な資金量の拡大
　をはかる途を講ずべきである。
　これまで，産油国（サウジアラビア．イン
ドネシヤ，イラン）を中心とした考察に加え，
国際機関やイギリス，フランスなど関係国の
債務累積問題についての考えを要約してきた。
考察された範囲が妥当性をかくものではない
と判断されるので，そこから最大公約数的な
結論をだすことは決して危険な手続きではな
いと思われる。ここでその結論を叙述するこ
とは省略する。すでにこの論文の前段におい
てある程度まで結論じみたことが述ぺられて
いること，また各部分において見解の要約を
つけているので，繰り返しをさける方がよい
と思われること，の二つの理由による。
〔付記〕　この調査以来，すでに半年を経過し
　ており，その調査時点に密着した部分につ
　いてはup－to－dateでなくなった部分もあ
　るが，基本的部分については，とくに修正
　を必要としないものと思われる。なお，各
　国での機関別調査の部分は他の参加者との
　協同で得られたものに依存している。
　資料について一言。ここで引用されている
　資料は，訪問した各機関で得られたもので
　あるが，引用されている資料については，
　すべて国際機関または各国政府・中央銀行
　等より公表されでいるものぼかりである。
87
